










A Note on Australian Economy
根　岸　　　紳 　
We tried to analyze the factors of the sustained expansion of the
Australian economy from economic statistical data on both supply and
demand, comparing it with the Japanese economy. First, from a demand
perspective, Australia is trying to strengthen its economy through efforts
to reduce the proportion of its budget deficit. It is an economy that
is easily affected by external demand, but it is trying to strengthen
domestic demand. Next, from a supply perspective, there is a possibility
that a neutral research and advisory body has been established in the
government, and the policy recommendations for improving productivity
have had an effect on the total factor productivity of the Australian
economy.
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1) 日本経済新聞 2019 年 1 月 8 日朝刊、2019 年 9 月 5 日朝刊。
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2004年 1月から 2018年 12月まで、豪州、中国、日本、米国の CLIの動
きを第 1表で見てみよう。なお、記号は次の通りである。
CHNCLI：中国 CLI　　　 JPNCLI：日本 CLI





3) 計量経済分析のために使用したソフトウエアは Eviews と gretl である。
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根岸：豪州経済に関する一考察
第 1 表　 CLI：中国・日本・米国・豪州の推移















































































GYR＝ α1 + β1 GS+u
GYN＝ α2 + β2 GS+u
























































た。したがって、以下の Granger Test やインンパルス反応に関する計算は、
各国 CLIの一階階差データを使う。データは 2004年 1月から 2018年 12月
第 5 表　単位根検定（ADF 検定）の結果








係がある場合、X → Yと表し、因果関係が存在しない場合、X 9 Yと表す。
われわれはこの因果関係を先行関係ととらえる。Xが原因で Yが結果である
との現象を Xが Yに影響しているあるいは Xが Yに先行しているととらえ、
Xが Yに影響・先行している場合、X → Yと表す。同様に、Xが Yに影響・
先行していない場合、X 9 Yと表す。したがって、Xが Yに一方的に影響・
先行している場合、X → Yかつ Y 9 Xであるが、当稿では X → Yとのみ





第 6-1 表　 Granger Test 中国と豪州
 




第 6-3 表　 Granger Test 中国と日本
 

















経済学論究第 73 巻第 3 号
インパルス反応
VARモデル：2国
X：X国 CLIの一階階差　　　 Y：Y国 CLIの一階階差
2変数の VARモデルの例としてラグ 2のケースを示そう。
Xt = α0 + α1Xt−1 + α2Xt−2 + β1Yt−1 + β2Yt−2 + ut






































A：A国 CLIの一階階差　　　 B：B国 CLIの一階階差
C：C国 CLIの一階階差　　　 D：D国 CLIの一階階差
At = α0 + αAt−1 + βBt−1 + γCt−1 + δDt−1 + ut
AICにより、VARモデルのラグ数は 3が採用された。
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較をみると、2017年について 36か国中、米国は 3位、豪州は 12位、日本は
21位である。また、2015年から 2017年の一人当たり労働生産性（実質）上昇


























経済学論究第 73 巻第 3 号
第 9 表　 TFP の推移：日本、豪州、米国
















までをもとに、GDPに占める各地域の GDP8) シェアを計算した（第 11表）。
平均でみると、関東は 41.0%、中部 15.4%、関西 15.3%、北海道・東北 11.2%、
九州 9.0%、中国 5.5%、四国 2.6%であり、関東が突出している。中部、関西、
北海道・東北を合計した国内総生産は、関東の国内総生産とほぼ同じである。
第 11 表　各地域の GDP に占める割合：日本










8) 各地域の国内総生産を GRP（Gross Reginal Product）域内総生産と表現することもある。
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9) 筆者は 1995 年度 1 年間、客員研究員としてメルボルン近郊 Clayton にある Monash 大学
計量経済学科、政策研究センターに留学した。Monash 大学の政策研究センター Center of
Policy Studies（CoPS）で応用一般均衡モデル ORANI モデルを学ぶ。このモデルは政策効
果分析用として広く使われ、一般にも公開され、留学時も大学内で有料の講習会が行われていた。
その後、CoPS は同じメルボルンにある Victoria 大学に移り、現在も改訂を繰り返しながら
ORANI モデルは 20 数年以上にわたって運用されている。また、世界の国々でも ORANI モ
デルの応用モデルが運用されている。










































































奥本佳伸［2013］「OECD の景気先行指数（Composite Leading Indicators）に
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